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第一部 【企業情報】

第1 【企業の概況】

1 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次
国際会計基準

第104期 第105期 第106期 第107期 第108期

決算年月 2017年3月 2018年3月 2019年3月 2020年3月 2021年3月

売上収益 (百万円) 132,294 147,329 148,265 142,398 144,575

税引前利益 (百万円) 8,981 12,683 17,435 17,944 17,748

親会社の所有者に帰属する
当期利益

(百万円) 7,001 9,697 13,933 13,719 13,493

親会社の所有者に帰属する
包括利益

(百万円) 7,993 13,020 16,465 13,046 22,280

親会社の所有者に帰属する
持分

(百万円) 124,297 150,193 160,551 164,990 183,830

資産合計 (百万円) 234,907 242,281 247,352 246,890 256,923

1株当たり親会社所有者
帰属持分

(円) 7,232.89 7,271.67 7,922.58 8,453.07 9,418.64

基本的1株当たり当期利益 (円) 407.38 507.48 679.55 692.61 691.33

希薄化後1株当たり当期利益 (円) 338.77 469.18 679.07 692.03 690.51

親会社所有者帰属持分比率 (％) 52.9 62.0 64.9 66.8 71.6

親会社所有者帰属持分当期
利益率

(％) 5.8 7.1 9.0 8.4 7.7

株価収益率 (倍) 12.0 13.7 9.1 6.4 11.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 12,350 20,178 23,377 15,150 26,704

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,071 △9,698 △8,363 5,483 △3,876

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △11,727 △10,415 △15,478 △19,353 △12,516

現金及び現金同等物の期末
残高

(百万円) 6,222 6,475 5,989 7,268 17,834

従業員数 (名) 4,426 4,374 4,299 4,271 4,293

〔外、平均臨時雇用人員〕 〔529〕 〔532〕 〔479〕 〔432〕 〔366〕

(注) 1 第104期より国際会計基準(以下、IFRSという。)に基づいて連結財務諸表を作成しております。

2 売上収益には、消費税等は含まれておりません。
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回次
日本基準

第104期

決算年月 2017年3月

売上高 (百万円) 132,598

経常利益 (百万円) 10,446

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 6,768

包括利益 (百万円) 7,279

純資産 (百万円) 124,906

総資産 (百万円) 232,086

1株当たり純資産額 (円) 7,157.62

1株当たり当期純利益 (円) 393.84

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

(円) 327.51

自己資本比率 (％) 53.0

自己資本利益率 (％) 5.6

株価収益率 (倍) 12.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 12,018

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,140

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △11,352

現金及び現金同等物の期末
残高

(百万円) 6,122

従業員数 (名) 4,120

〔外、平均臨時雇用人員〕 〔459〕

(注) 1 第104期の日本基準による諸数値については、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査を受けて

おりません。

2 売上高には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第104期 第105期 第106期 第107期 第108期

決算年月 2017年3月 2018年3月 2019年3月 2020年3月 2021年3月

売上高 (百万円) 72,426 79,398 83,589 76,908 74,811

経常利益 (百万円) 5,555 8,741 13,277 11,242 9,846

当期純利益 (百万円) 3,312 6,409 13,451 16,934 14,334

資本金 (百万円) 12,460 18,169 18,169 18,169 18,169

発行済株式総数 (千株) 18,168 20,805 20,805 20,805 20,805

純資産 (百万円) 103,843 126,768 133,634 139,110 148,872

総資産 (百万円) 185,952 188,605 194,237 187,272 193,665

1株当たり純資産額 (円) 6,038.86 6,134.97 6,591.17 7,123.03 7,621.90

1株当たり配当額 (円) 60.50 125.00 165.00 170.00 170.00

(内1株当たり中間配当額) (円) (5.50) (55.00) (70.00) (85.00) (85.00)

1株当たり当期純利益 (円) 192.73 335.41 656.03 854.93 734.41

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

(円) 160.27 310.11 655.56 854.21 733.55

自己資本比率 (％) 55.8 67.2 68.8 74.2 76.8

自己資本利益率 (％) 3.2 5.6 10.3 12.4 10.0

株価収益率 (倍) 25.4 20.7 9.5 5.2 10.4

配当性向 (％) 57.1 37.3 25.2 19.9 23.1

従業員数 (名) 1,877 1,835 1,808 1,695 1,676

〔外、平均臨時雇用人員〕 〔78〕 〔55〕 〔39〕 〔32〕 〔23〕

株主総利回り (％) 139.8 200.1 184.6 139.0 234.1

(比較指標：配当込みTOPIX) (％) (114.7) (132.9) (126.2) (114.2) (162.3)

最高株価 (円)
5,110
(430)

8,360 9,040 7,710 8,230

最低株価 (円)
3,695
(330)

4,590 5,540 3,695 3,865

(注) 1 売上高には、消費税等は含まれておりません。

　 2 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

3 第104期の1株当たり配当額60.50円は、中間配当額5.50円と期末配当額55.00円の合計であります。2016年10

月1日付で普通株式10株を1株に併合したため、中間配当額5.50円は株式併合前の金額、期末配当額55.00円

は株式併合後の金額であります。

4 2016年10月1日付で普通株式10株を1株に併合したため、第104期の株価については、株式併合後の最高・最

低株価を記載し、( )内に株式併合前の最高・最低株価を記載しております。

5 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年2月16日)等を第106期の期首

から適用しており、第105期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指

標等となっております。

6 第106期の1株当たり配当額165.00円には、創立75周年記念配当10.00円を含んでおります。

7 2016年10月1日付で普通株式10株を1株に併合したため、株主総利回りの計算においては、株価および配当に

ついて調整を行っております。
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2 【沿革】

当社の前身である昭和人絹株式会社は1934年7月設立され、1939年5月呉羽紡績株式会社に吸収合併されましたが、

その後、塩素利用を根幹とする化学工業薬品および化学肥料の製造部門を分離し呉羽化学工業株式会社が設立されま

した。設立以降の主な推移は次のとおりであります。

1944年 6月 呉羽化学工業株式会社(現・株式会社クレハ)設立
1949年 4月 菊多運輸株式会社(現・クレハ運輸株式会社)設立(現・連結子会社)

5月 東京証券取引所に株式上場
1953年 9月 クレハロンおよび塩化ビニル樹脂の製造販売を目的として呉羽化成株式会社設立
1956年 3月 呉羽興業株式会社(現・クレハ錦建設株式会社)設立(現・連結子会社)
1958年11月 第8回デミング実施賞受賞
1960年 7月 家庭用ラップ「クレラップ」販売開始
1962年 5月 呉羽化成株式会社を合併

錦工場研究所(現・中央研究所)設置
10月 ナフサ熱分解・混合ガス法による塩化ビニル樹脂の製造を目的として呉羽油化株式会社設立

1963年 4月 栃木プラスチックス株式会社(現・クレハ合繊株式会社)設立(現・連結子会社)
1966年 7月 「クレハＢＴＡ」(ＭＢＳ系耐衝撃強化剤)製造開始
1969年 2月 呉羽プラスチックス株式会社(現・樹脂加工事業所)設立

4月 原油分解技術を企業化するため呉羽石油化学工業株式会社設立
12月 炭素繊維製造開始

1970年 4月 クレハ・コーポレーション・オブ・アメリカ(アメリカ)(現・クレハ・アメリカInc.)設立(現・連結子
会社)
呉羽油化株式会社を合併

5月 フッ化ビニリデン樹脂製造開始
1971年12月 呉羽梱包株式会社(現・株式会社クレハ環境)設立(現・連結子会社)
1972年10月 呉羽化工機株式会社(現・株式会社クレハエンジニアリング)設立(現・連結子会社)
1973年 5月 呉羽油化株式会社を設立し、呉羽石油化学工業株式会社から資産一切を引き継ぐ

10月 クレハロン・インダストリーB.V.(オランダ)(現・クレハロンB.V.)を合弁で設立(現・連結子会社)
1977年 5月 「クレスチン」(抗悪性腫瘍剤)販売開始
1979年 4月 呉羽油化株式会社より営業を継承
1983年 6月 クレハ・ケミカルズGmbH(ドイツ)(現・クレハGmbH)設立(現・連結子会社)
1986年 7月 茨城研究所(現・樹脂加工研究所)設置
1987年 4月 「フォートロンＫＰＳ」(ＰＰＳ樹脂)製造開始
1991年12月 「クレメジン」(慢性腎不全用剤)販売開始
1992年 3月 家庭用品の共通ブランドとして「キチントさん」を導入

5月 「フォートロンＫＰＳ」の企業化を目的としてフォートロン・インダストリーズ(アメリカ)(現・フォ
ートロン・インダストリーズLLC)を合弁で設立

1993年 7月 「メトコナゾール」(農業・園芸用殺菌剤)販売開始
12月 「イプコナゾール」(農業・園芸用殺菌剤)販売開始

2000年 7月 「クレメジン細粒」(慢性腎不全用剤)販売開始
2003年 1月 塩化ビニル樹脂事業、ＭＢＳ系耐衝撃強化剤事業の営業権を譲渡

3月 塩化ビニリデンレジン・コンパウンドの製造販売を目的として南通匯羽豊新材料有限公司(中国)を合
弁で設立

4月 炭素繊維製断熱材の製造販売を目的として呉羽(上海)炭繊維材料有限公司(中国)を合弁で設立(現・連
結子会社)

2005年10月 商号を「株式会社クレハ」に変更、本店(本社)を中央区日本橋浜町に移転
2006年10月 クレハ建設株式会社と錦興業株式会社を合併(商号・クレハ錦建設株式会社)
2008年 1月 ＰＧＡ(ポリグリコール酸)樹脂の製造販売を目的としてクレハ・ピージーエーLLC(アメリカ)を設立

(現・連結子会社)
業務用食品包装フィルムの製造販売を目的としてクレハ・ベトナムCo.,Ltd.(ベトナム)を設立(現・連
結子会社)

2010年 7月 クレハプラスチックス株式会社を吸収合併(現・樹脂加工事業所)
2011年 4月 リチウムイオン電池用材料の販売および関連製造子会社の統括を目的として株式会社クレハ・バッテ

リー・マテリアルズ・ジャパンを設立
9月 持ち株・金融の統括および子会社の管理・支援を目的として呉羽(中国)投資有限公司(中国)を設立

(現・連結子会社)
2012年 1月 フッ化ビニリデン樹脂の製造を目的として呉羽(常熟)フッ素材料有限公司(中国)を設立(現・連結子会

社)
2016年 4月 株式会社クレハ・バッテリー・マテリアルズ・ジャパンより、リチウムイオン電池用材料の製造・販

売事業を継承
　 10月 ＰＧＡ(ポリグリコール酸)樹脂製のオイル・ガス掘削機器販売を目的としてクレハ・エナジー・ソリ

ューションズLLC(アメリカ)を合弁で設立(現・連結子会社)
2018年 3月 「クレスチン」(抗悪性腫瘍剤)の販売を終了
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3 【事業の内容】

当企業集団は、当社および子会社29社(内、連結子会社28社)、関連会社8社(内、持分法適用会社2社)から構成され、

機能製品、化学製品、樹脂製品の製造・販売をその主な事業内容とし、更に各事業に関連する設備の建設・補修、物

流、環境対策およびその他のサービス等の事業活動を行っております。

当企業集団の事業に係わる位置付けおよびセグメントとの関連は、次のとおりであります。

① 機能製品事業

・当社は、機能樹脂、炭素製品の製造・販売を行っております。

・㈱クレハトレーディングは、機能製品の販売を行っており、当社は製品の一部を同社を通じて販売を行うと

ともに、原料の一部について同社を通じて購入しております。また、レジナス化成㈱に出資を行っておりま

す。

・クレハエクストロン㈱は、機能製品の製造・販売を行っており、当社は同社に対し原料を供給する一方、同

社製品の一部の購入を行っております。

・クレハGmbH(独)は、欧州において当社の機能製品の販売を行っております。

・クレハ・アメリカInc.(米)は、当社の機能製品の販売を行っております。また、クレハ・ピージーエー

LLC(米)、クレハ・エナジー・ソリューションズLLC(米)およびフォートロン・インダストリーズLLC(米)に

出資を行っております。

・クレハ・ピージーエーLLC(米)は、米国においてＰＧＡ(ポリグリコール酸)樹脂の製造を行っており、当社

は同社製品の購入を行っております。

・クレハ・エナジー・ソリューションズLLC(米)は、米国において機能製品の販売および技術サービスを行っ

ております。

・呉羽(上海)炭繊維材料有限公司(中)は、中国において炭素製品の製造・販売を行っており、当社は同社に対

し原料を供給する一方、同社製品の一部の購入を行っております。

・呉羽(中国)投資有限公司(中)は、当社の機能製品の販売を行っております。また、呉羽(常熟)フッ素材料有

限公司(中)に出資を行っております。

・呉羽(常熟)フッ素材料有限公司(中)は、中国においてフッ化ビニリデン樹脂の製造を行っており、当社は同

社製品の購入を行っております。

② 化学製品事業

・当社は、医薬品、農薬、無機薬品、有機薬品の製造・販売を行っております。

・㈱クレハトレーディングは、化学製品の販売を行っており、当社は製品の一部を同社を通じて販売を行うと

ともに、原料の一部について同社を通じて購入しております。

③ 樹脂製品事業

・当社は、食品包装材、家庭用品の製造・販売を行っております。

・㈱クレハトレーディングは、樹脂製品の販売を行っており、当社は製品の一部を同社を通じて販売を行うと

ともに、原料の一部について同社を通じて購入しております。

・クレハ合繊㈱は、合成繊維の製造・販売を行っており、当社は同社に対し原料を供給しております。

・クレハ・アメリカInc.(米)は、樹脂製品の販売を行っております。

・クレハ・ヨーロッパB.V.(蘭)は、クレハロンB.V.(蘭)、クレハGmbH(独)および豪州における食品包装材事業

の子会社1社に対する出資を行っております。

・クレハロンB.V.(蘭)は、欧州において食品包装材の製造・販売を行っております。

・呉羽(中国)投資有限公司(中)は、樹脂製品の販売を行っております。

・クレハ・ベトナムCo.,Ltd.(越)は、食品包装材の製造・販売を行っており、当社は同社に対し原料を供給す

る一方、同社製品の一部の購入を行っております。
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④ 建設関連事業

・クレハ錦建設㈱は、土木・建築工事の施工請負を行っており、当社は同社に対して同業務の一部を発注して

おります。

・㈱クレハエンジニアリングは、産業設備の建設工事監理および補修工事監理を行っており、当社は同社に対

して同業務の一部を委託しております。

⑤ その他関連事業

・㈱クレハトレーディングは、その他サービスの販売を行っております。

・クレハ運輸㈱は、運送および倉庫業務を行っており、当社は同社に対して同業務の一部を委託しておりま

す。

・クレハサービス㈱は、不動産の売買、賃貸および管理・サービス事業を行っており、当社は同社に対して同

業務の一部を委託しております。また、クレハスタッフサービス㈱、㈱クレハエンジニアリングおよび㈱ク

レハ分析センターに出資を行っております。

・㈱クレハ環境は、産業廃棄物の処理および環境関連処理設備の販売を行っており、当社は同社に対して同業

務の一部を委託しております。また、ひめゆり総業㈱に出資を行っております。

・㈱クレハ分析センターは、各種物質の分析・測定および環境アセスメントを行っており、当社は同社に製品

の検査業務の一部を委託しております。

・社団医療法人呉羽会は、病院および介護老人保健施設の運営を行っております。
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事業の系統図は、次のとおりであります。

(注) 1 ㈱クレハは、機能・化学・樹脂の各事業セグメントの製品の販売を行っております。

2 ㈱クレハトレーディング、クレハ・アメリカInc.、呉羽(中国)投資有限公司は、複数の事業セグメントにま

たがっているため、各セグメントに記載しております。
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4 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金または

出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)

㈱クレハトレーディング
(注)5

東京都中央区 300

機能製品事業
化学製品事業
樹脂製品事業
その他関連事業

70.53
当社の製品の一部を販売しております。当社
へ原料の一部を供給しております。
役員の兼任 2名

クレハエクストロン㈱
茨城県
かすみがうら市

85 機能製品事業 100.00
当社が原料を供給しております。当社へ機能
製品を供給しております。
役員の兼任 3名

クレハGmbH ドイツ
千ユーロ
　 51

機能製品事業
100.00

(100.00)
当社の機能製品の販売をしております。
役員の兼任 1名

クレハ・アメリカInc. アメリカ
千米ドル
　7,446

機能製品事業
樹脂製品事業

100.00
当社の製品の販売をしております。
役員の兼任 1名

クレハ・ピージーエーLLC
(注)2

アメリカ
千米ドル
155,408

機能製品事業
100.00

(100.00)
当社へ機能製品を供給しております。
役員の兼任 1名

クレハ・エナジー・ソリューシ
ョンズLLC

アメリカ
千米ドル
10,000

機能製品事業
100.00

(100.00)
当社の機能製品の販売をしております。
役員の兼任 1名

呉羽(上海)炭繊維材料有限公司 中国
千米ドル

12,900
機能製品事業 100.00

当社が原料を供給しております。当社へ炭素
製品を供給しております。
役員の兼任 2名

呉羽(中国)投資有限公司
(注)2

中国
千米ドル
　 69,750

機能製品事業
樹脂製品事業

100.00
当社の製品の販売をしております。
役員の兼任 2名

呉羽(常熟)フッ素材料有限公司
(注)2

中国
千米ドル
　 60,000

機能製品事業
100.00

(100.00)
当社へ機能製品を供給しております。
役員の兼任 1名

クレハ合繊㈱ 栃木県下都賀郡 120 樹脂製品事業 100.00
当社が原料を供給しております。
役員の兼任 2名

クレハ・ヨーロッパB.V. オランダ
千ユーロ
　 2,269

樹脂製品事業 100.00 役員の兼任 1名

クレハロンB.V. オランダ
千ユーロ
　 2,722

樹脂製品事業
100.00

(100.00)
役員の兼任 1名

クレハ・ベトナムCo.,Ltd.
(注)2

ベトナム
千米ドル
　 21,900

樹脂製品事業 100.00
当社が原料を供給しております。当社へ食品
包装材を供給しております。
役員の兼任 3名

クレハ錦建設㈱ 福島県いわき市 370 建設関連事業 88.51
当社工場内の土木・建築工事をしておりま
す。
役員の兼任 2名

㈱クレハエンジニアリング 福島県いわき市 240 建設関連事業
100.00

(100.00)
当社工場の産業設備の建設工事監理および補
修工事監理を行っております。

クレハ運輸㈱ 福島県いわき市 300 その他関連事業 100.00
当社の製品の運送および保管をしておりま
す。
役員の兼任 3名

クレハサービス㈱
東京都中央区 194 その他関連事業 100.00

当社の不動産の管理等を行っております。同
社の取引先への長期未払金に対する保証をし
ております。
役員の兼任 3名

㈱クレハ環境 福島県いわき市 240 その他関連事業 100.00
当社工場の産業廃棄物処理業務を行っており
ます。
役員の兼任 2名

㈱クレハ分析センター 福島県いわき市 50 その他関連事業
100.00

(100.00)
当社の製品の検査業務を行っております。

社団医療法人呉羽会 福島県いわき市 300 その他関連事業 100.00 役員の兼任 3名

　その他8社

(持分法適用会社)2社
(注) 1 主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

2 特定子会社に該当します。
3 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。
4 上記会社は有価証券届出書または有価証券報告書を提出しておりません。
5 ㈱クレハトレーディングについては売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えておりま

す。
主要な損益情報等 (1) 売上高 24,543百万円 (2) 経常利益 361百万円

(3) 当期純利益 238百万円 (4) 純資産 4,619百万円
(5) 総資産 11,678百万円
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5 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2021年3月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

機能製品事業 841

化学製品事業 317

樹脂製品事業 1,047

建設関連事業 281

その他関連事業 1,255

全社 552

合計
4,293
〔366〕

(注) 1 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。

2 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

3 臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

(2) 提出会社の状況

2021年3月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,676
43.6 20.1 6,844

〔23〕

セグメントの名称 従業員数(名)

機能製品事業 362

化学製品事業 294

樹脂製品事業 468

全社 552

合計
1,676
〔23〕

(注) 1 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

2 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

3 臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

4 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

(3) 労働組合の状況

当社の労使は、円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。

　


